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日本は世界第 3位の地熱賦存量を有するが、現状発電の活用は 2%に留まっている。これまでの

事例研究から日本における地熱開発には自然公園区域等への環境的影響、温泉を中心とした地域

への社会的影響への配慮が重要視されており、今後の地熱発電の普及促進には，環境・社会的条

件を考慮した計画の策定、情報整備が必要である。これらの情報源として賦存量から開発が難し

い要件を除いた指標である地熱導入ポテンシャルの評価が注目されているが、現状温泉地の配慮

など社会的条件に着目した評価に関する研究は乏しい。また、普及促進につながるもう１つの要

素として、温泉資源に対する影響や，地域ステークホルダーとの調整等に関わりや方針の決定を

行う地方自治体の役割が期待されており、再生可能エネルギーを主体とした地域での再生可能エ

ネルギー自給を目指す動きがみられる。これらの地域の供給可能性と導入ポテンシャルを関連付

けた研究は他の再生可能エネルギーには見られるものの地熱発電に関するものは乏しい。 

 そこで本研究では環境・社会的条件を考慮した地熱導入ポテンシャル評価を考慮した地域での

エネルギー供給可能性の検討を行い、傾向を分析することにより、今後の地熱導入ポテンシャル

の地熱施策への活用可能性について検証を行った。本研究は 6 章から構成される。第 1 章では研

究に関する社会的状況、先行研究から背景を示しつつ、目的を明示した。第 2 章では本研究で用

いる概念の整理を行い本研究の枠組みを示した。本論文の本体部分にあたる第 3 章から第 5 章に

ついて以下に述べる。 

 第 3 章では既存の地熱開発ポテンシャル手法に新たに社会的条件を導入し、全国・都道府県規

模における GIS 分析から、地熱開発の課題を明らかにした。 

 新たに温泉地からの距離を社会的条件として仮定した場合、類似事例から妥当と考えられる2km

の条件では対象地域の 10%程度の地熱賦存量が新たに地熱開発の考慮の対象となることが明らか

となった。また，国立公園の規制緩和が拡大すると温泉地との距離により考慮される地熱賦存量

の割合が増加する傾向があり，地域によっては法規制の緩和のみでは地熱開発の促進につながら

ない可能性が定量的に示唆された。環境・社会的条件を考慮した地熱導入ポテンシャル評価の結

果から，これまでの事例研究において指摘されていた地熱開発の社会的リスクが定量的に示され，

現在国が進めている地熱推進策に影響を与える可能性が示唆された。より多くの環境・社会的条

件を取り入れた地熱導入ポテンシャル評価を行うことによって，地熱発電の導入にあたって必要

となる立地計画の策定や住民との合意形成に資する情報につながる可能性を示した。 

 第 4章では、地熱開発可能性の高い 134自治体への質問紙調査を行い，その回答結果から地方

自治体の今後の地熱開発の意向の関連要因について回答の集計、数量化Ⅱ類を用いた分析から明

らかにした。集計、分析結果から，「エネルギー自給」や，「富の域外流出」といった「地域の自立

性」に関わる要素が多く含まれ，特に「エネルギー自給」が最も高い寄与度を示すなど，意向の

判別に強い関連性があることを示していることが示唆された。 

また，これまでの事例研究で指摘されてきた温泉事業への影響や住民トラブルについては，地熱

開発に関する今後の意向との相関関係が低く、これらは今後の地熱開発の意向に関わらず，多く

の自治体で注目していることを示唆した。 

 第 5 章では、第 3 章で行った環境・社会的条件を取り入れた評価を地方自治体単位で行った。

算出された導入ポテンシャルについては自治体内の現在の電力需要との比較を行い第 4 章で自治

体の意向と関連の深い要素として明らかになった地熱開発に関する「地域の自立性」について評

価を行った。対象自治体は第 4章の調査対象自治体から 18自治体を選定した。選定自治体地熱導



入ポテンシャルの評価から、現行の環境省評価では考慮されていない「温泉地からの距離」を導

入した結果、環境省の見解から推察される指標においても、地熱導入ポテンシャルが最大 4 割程

度減少することが確認された。これまでの事例研究で指摘されていた近隣温泉地のリスクを可視

化する１つの指標として使用できる可能性がある。電力需要との比較においては、地熱導入ポテ

ンシャルを電力として活用することができた場合に、多くの自治体が、域内全体の電力需要ある

いは、公共施設分野や観光業分野での電力需要を上回る可能性が示された。一方で公共施設など

の限定的な電力需要を上回ることができない自治体も存在した。本研究は現在地熱開発に対して

積極的な意向を示す自治体を対象として行ったものであり、一部の自治体がこのような意向に反

してエネルギー自給可能性が低い結果を得たことは、地熱賦存量を有する自治体が賦存量情報だ

けでなく、環境・社会的条件に関する情報を合わせて得られる仕組みが今後地熱開発に重要であ

ることを示唆した。 

 第 6章では以上の内容をまとめ、本研究の結論を示した。 


